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要 約
本研究の目的は，介護福祉士の専門性意識
とその関連要素を追求することで，介護福祉
士の資質向上に寄与することである。前回，
道内福祉施設介護職責任者を対象に専門性意
識やその関連要因に関するアンケート調査を
実施した。その結果をもとに，明らかになっ
た専門性段階や関連要因について，協力が得
られた１０施設を対象に聞き取り調査を実施し
た。
その結果，介護福祉士の専門性は必要であ
るが，専門性段階は低いという意識であり，
その理由として労働条件や待遇，社会的認知
不足，介護福祉士の能力の不足や個人差，養
成校における教育内容不足等が挙げられた。
また，専門性向上への課題や要望としては専
門性が低い理由としたことを改善することに
期待する内容で，特に研修・教育体制の充実
や継続に関する要望が多かった。
しかしながら現状としての研修・教育体制
に関しては，特に介護福祉士独自での施設内
研修や自己研鑽は活発にできない傾向があり，
施設外研修に委ねる必要性も伺えた。そのよ
うな状況の中，専門職能団体としての日本介
護福祉士会に研修体制や専門性向上に向けた
取り組みを期待し必要性を認識しつつも，入
会状況は芳しい状況ではなかった。つまりこ
れは介護福祉士自らが専門性向上に向けた行
動を起こすには至っていないと捉えることも
できる。専門性向上のために介護福祉士が自
ら学ぶ必要性，それを支え可能にする外的環
境の整備の必要性を確認し，そこで，外的要
因として我々介護福祉士養成校も介護福祉士
会と一層連携を強化し，ともにそれを支える
ことを使命として確認した。
Ⅰ．は じ め に
介護福祉士資格制度から約２０年が経過した
今日，専門職として期待され，専門性指向が
必要であるにもかかわらず，介護福祉士の周
辺状況は多くの課題を抱えている。
筆者らはこれまで，介護実践にかかわる介
護福祉士自身の専門性意識に着目し，介護福
祉士の専門性意識との関連要因とその課題を
明確にすることを目的に，本学介護福祉学科
卒業生を対象としたアンケート調査を，さら
に福祉施設介護職責任者を対象にアンケート
調査を実施してきた。その結果から，介護福
祉士の専門性の指向傾向，介護福祉士の専門
性向上に向けての課題，研修・教育のあり方，
日本介護福祉士会等について考察してきた。
※人間福祉学部介護福祉学科
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本研究はこれまでの調査結果をもとに，介
護福祉士の専門性とその関連要因の中から，
主に専門性に必要な要素や業務，研修・教育
体制，専門職能団体の３点に焦点を絞り，専
門性に関連する要因の詳細とその課題を明ら
かにすることを目的とした。前回実施した量
的調査から対象者を絞り，１０名の道内福祉施
設介護職責任者（介護福祉士有資格者）に聞
き取り調査を実施した結果を以下報告する。
Ⅱ．研究の視点及び方法
・調査期間：２００８年３月１７（月）～２８日（金）
・調査対象：道内福祉施設介護職責任者（介
護福祉士有資格者）１０名
調査対象者選定にあたっては，２００７年９～
１０月に実施したアンケート調査において，聞
き取り調査の受け入れ可能であるとした介護
職責任者で，地域性や日程，時間的に訪問調
査が可能であること，本研究の目的に適った
回答を得られた介護職責任者であることに配
慮した。
・調査概要：専門性意識，専門性が生かされ
ている業務，研修・教育体制，専門職能団体
についての意識
・聞き取り方法：調査対象者に，事前に前回
の量的調査結果と今回の聞き取り調査の質問
紙を郵送し，後日訪問し調査を実施した。１
施設あたりの聞き取り調査の所要時間は約６０
～９０分であった。
・倫理的配慮：本調査で用いた情報は研究目
的以外には使用しないことを明記し，協力を
依頼した。
Ⅲ．調 査 結 果
１．回答者の属性に関する事項（表１）
今回の聞き取り調査対象者１０名は，男性５
名・女性５名である。年齢層は３２～５５歳と幅
広いが，男女別で見ると，男性は３２～４６歳・
女性は３３～５５歳であり，男性の年齢層が比較
的若く３０歳代に集中している。
勤務する施設種別は，特別養護老人ホーム
が６名，介護老人保健施設が３名，身体障害
者療護施設が１名である。職名はまちまちで
あるが，介護職の責任者という役職にある。
現職の勤続年数は０．２～７．０年である。５年
以上の方は３名で，７名は５年未満であった。
表１ 調査対象者の属性
性別 年齢 勤 務 施 設 種 別 職 名 現職の勤続年数
１ 女性 ４２歳 介護老人保健施設 介護主任 ６．０年
２ 男性 ４６歳 特別養護老人ホーム 介護主任 １．０年
３ 男性 ３６歳 特別養護老人ホーム 業務指導課長 ４．０年
４ 女性 ３８歳 特別養護老人ホーム 主任ケアワーカー １．０年
５ 男性 ３２歳 介護老人保健施設 介護主任 ５．０年
６ 女性 ５５歳 身体障害者療護施設 介護課長 ３．０年
７ 女性 ３４歳 特別養護老人ホーム 生活支援課長 ０．２年
８ 男性 ３３歳 特別養護老人ホーム ケアマネジャー ２．０年
９ 男性 ３２歳 介護老人保健施設 介護リーダー ０．５年
１０ 女性 ５２歳 特別養護老人ホーム 介護係長 ７．０年
（表は聞き取り調査の実施順で作成した。データは平成２０年３月（前回調査）時点のものである。）
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２．専門性段階を低いとする理由と専門性向
上への今後の課題や要望について
前回の調査に関して今回の調査対象者１０名
では「介護福祉士に専門性が必要だと思いま
すか」の質問に対して，１０名とも「はい」の
回答であり，さらに現在おかれている介護福
祉士の専門性の段階については「非常に高い，
高い，低い，非常に低い」の４段階で，１０名
とも「低い」との回答だった。このような結
果を踏まえ，専門性段階を低いとする理由と
専門性向上への課題や要望を調査した。
専門性が低いとする理由としては「労働条
件や待遇，社会的認知不足」が３名，「介護
福祉士の能力の不足や個人差」が５名，「養
成校における教育内容不足」が２名，「介護
福祉士制度の課題」が２名だった。また，専
門性向上への課題や要望としては専門性が低
い理由としたことを改善することに期待する
内容だったが，その方法として７名が研修充
実や継続に関する要望であった。
３．専門性が生かされていると思う業務につ
いて
前回の調査では，介護福祉士の専門性が生
かされていると思う業務（身辺介護以外）に
ついては，家事援助や生活環境整備，生活指
導や介護指導（利用者や家族に対して），介
護計画立案と評価，教育指導（実習生，後輩
に対して），介護業務日誌やケース記録の記
入，ケアカンファレンス（ケース会議）の参
加，社会生活維持拡大（外出付添い等），関
係機関との調整・連絡・打ち合わせ等，その
他から複数回答を求めた。
その結果，専門性が生かされている業務と
専門性意識との関連において，有意に高い傾
向にある項目はなかった。全体として「介護
計画立案と評価」「生活指導・介護指導」と
「教育指導」が多かった。今回の対象者１０名
においてもその回答状況をみると「介護計画
立案と評価」との回答が８名，「生活指導・
介護指導」が３名，「教育指導」が４名であっ
た。
そこで，これらの上位３項目に関してその
業務の詳細と専門性との関連理由について質
問した。その結果，１０名中８名が「介護計画
立案・評価」を専門性に関連ある業務として
選択し，その８名の施設の中で単独で介護職
員が「介護計画立案・評価」を実施している
のは１施設のみであった。他の７施設はケア
カンフレンスを通じてケアマネジャーや他職
種と連携して行っている。「介護計画立案・
評価」が専門性と関連あるとする理由につい
ては，利用者の ADL を中心とした日常生活
を捉えるアセスメント能力，意欲や能力を引
き出す働きかけが介護過程実践やケアカンフ
レンスを通じて可能であり，それが専門性に
繋がるとしている。
次に，実習生への「教育指導」については
１０名中４名が専門性に関連ある業務として挙
げている。その理由としては実習生から学ぶ
こと，影響を受けることが多いこと，逆にそ
の教育指導の機会に専門性を伝えていくこと
ができる，利用者理解の整理となるというも
のだった。また教育指導は看護職員と連携は
しているものの，介護職員が中心となり実施
されている。
家族や利用者への「生活指導・介護指導」
については３名が専門性に関連ある業務とし
て挙げている。その実施状況としてはケアマ
ネジャーと連携しつつ，介護職員が日常生活
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における介護上のアドバイスを排泄ケア等を
中心に家族や利用者に対して行っている。専
門性との関連理由では指導には日常生活を捉
える視点が必要であり，その指導には学びや
責任を伴うからといったものだった。
４．介護職員の研修・教育体制について
前回の調査で，「介護福祉士の専門性を高
めるために必要な取り組み」について複数回
答を求めたところ，「労働条件の整備」との
回答が最も多く，次いで「介護福祉士として
の実践力の強化」「介護福祉士の職業倫理の
確立・強化」が上位を占めた。その中で「生
涯教育・研修体制の充実」は第５位，「職場
内における研修体制の充実」は第９位であっ
た。そこで今回の調査では，施設内での研修
体制の状況，施設外での研修状況，施設内で
の介護職員の教育システム，自己研鑽を支援
するシステムについて，その現状と課題につ
いての確認を目的に調査を実施した。
（１）介護職員を対象とした施設内研修体制
について
施設内での職員研修の実施状況としては，
調査対象１０施設で実施されていた。そのうち
介護職員のみを対象とした研修を実施してい
る施設は７施設であり，これらの研修は介護
職員の雇用形態に関係なく実施されていた。
研修の立案・運営は介護職を中心に実施し
ているとの回答は４施設であり，その他の施
設では，研修組織（各部署の職員参加による
組織）や介護職以外の研修担当者により実施
されている施設であった。アンケートや介護
職員の会議等を通して意見集約し職員の希望
に応じた研修内容を実施している施設は半数
の５施設，研修終了後に参加者に研修内容に
対する評価を求めている施設は４施設であっ
た。
また研修の実施頻度は月一回以上の実施は
半数に止まっていた。
現在の施設内研修の課題としては，「研修
時間の確保が困難である」「介護職員の研修
に対するモチベーション維持の困難さ」「介
護職員個人の能力により研修内容が日常の業
務に反映されない」「研修内容のマンネリ化
や有効な研修内容がみつけられない」などが
挙げられた。
介護職員の研修に対するモチベーションの
低さが課題としてあげられている一方で，現
行の研修が効果的に行われているとの意見も
あった。この施設では介護職員の６～７名で
構成した研修グループを組織し，それぞれが
テーマを決め，各グループごとに勉強会を実
施する。必要に応じて施設外の研修会などに
も勤務の一環として参加することが可能であ
る。この学習の成果を全介護職員に対して発
表し，学びの共有を行うという形態をとって
いるという。研修テーマは，接遇や口腔ケア，
認知症高齢者の理解，認知症学習療法，レク
リエーションなどであり，勉強会の実施は各
グループ年６回ほどである。
この研修体制は，介護職員が自ら学ぶ姿勢，
自己研鑽の必要性から考えられたものであり，
実施後１年半ほどでまだ十分な評価は行えて
はいないが，各グループの勉強会の時間の確
保という課題がある一方で，介護職員それぞ
れに自ら学ぶという姿勢が現れ，研修に意欲
が見られ始めたと感じているという。また，
研修グループメンバーそれぞれの協力の下，
勉強会を運営実施し，成果の発表を行うとい
うことを通し，介護職員間の人間関係や，チー
102 人間福祉研究 第１２号 ２００９
ムワークの構築にも役立っており，今後も体
制を整備しつつ継続したいとのことである。
介護職員のみの研修をその必要性を感じな
がらも実施できないという回答もあった。そ
の理由としては，介護職員の変則勤務が挙げ
られている。この施設では，三交代勤務を導
入した結果，介護職員のみの研修の実施が困
難になったという。全介護職員の研修会への
参加を保障するためには同一内容の研修会の
複数回の実施が必要となるが，その時間の確
保が困難との理由で，現在は実施していない。
介護職員間では，介護業務上必要な知識や技
術の研修（認知症ケアなど）を望む声もある
とのことである。
（２）介護職員を対象とした施設外研修につ
いて
施設外研修の参加状況については，社会福
祉協議会主催のいわゆる制度研修への参加が
中心である。研修への参加者は，施設長や事
務長，相談員など介護職員以外の職員が選出
するか，前述のメンバーと介護職責任者とが
相談して決めることが多く，介護職責任者が
その権限で選考する施設は１施設のみであっ
た。制度研修への参加は，勤務扱いで，交通
費や日当などが支給される。研修参加者は，
復命書の提出のほか，施設内での研修報告会
等での報告の機会があり，外部研修への参加
が施設内の職員に還元されるシステムが全て
の施設で整っていた。
制度研修以外の外部研修の機会としては，
施設見学があげられた。調査時点では６施設
が実施していた。見学内容としては，ユニッ
トケア導入のための先進施設への見学や同一
法人間の職員交流も含めた見学，地域の施設
間の交流を意図した見学などである。以前は
施設見学を実施していたが，現在は実施して
いないとの回答もあり，その理由としては経
済的な理由が挙げられた。
（３）介護職員教育システム（OJT）につい
て
職員教育のシステムとしては，新任職員に
対する教育研修はすべての施設で実施されて
いたが，中堅職員の教育研修は２施設のみ，
リーダー職員や主任クラスの職員に対する教
育研修は４施設で実施されていた。
１）新人職員の教育について
新人職員教育については，各施設ともはじ
めに法人の理念や施設内各部署職員による講
話などを中心とした研修会を実施している。
その後の日常業務の研修体制としては，マン
ツーマンでの指導を実施している施設が多い。
指導者は，主任・副主任クラスやユニットリー
ダーなどであり，新人教育研修のシステムと
してプリセプター制やチューター制度を実施
していると回答した施設がそれぞれ１施設ず
つあった。
２００５年度からプリセプター制を実施してい
る施設では，新人職員は入職後３ヶ月は月に
一度，その後は３ヶ月ごとに一年間プリセプ
ターとの面談を実施している。面談の際は新
人職員が記載した面談用紙（目標の達成度や
どのような介護者になりたいかなどを記入）
や現状段階のチェック表を教育の素材として
活用しているとのことである。
この施設では，現時点でのプリセプター制
の課題として，プリセプターへの教育・指導
が十分行えていないことを挙げている。プリ
セプターを担当する職員は，施設外のプリセ
プター講習会の参加や施設内でプリセプター
同士の話し合いなどを行い新人職員に対する
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指導育成の検討を行っている。しかし施設内
ではプリセプターに対する面接方法などの指
導を十分に行える職員がいないため，プリセ
プター自身への施設内での教育体制が整って
いないとのことである。
チューター制度を実施していると回答のあっ
た施設では，ユニットリーダーがチューター
になり，新人職員教育を実施している。教育
研修期間は一ヶ月で，週ごとにチューターが
課題を立案する。課題の評価方法はチューター
に任されており，日誌の記載や面談などを通
して評価を実施しているとのことである。ま
た一年間は，月に一度の頻度で新人職員とリー
ダー，課長，係長，主任との面談を実施して
いる。このチューター制度自体の評価システ
ムはまだ確立されていないが，制度は現段階
まで内容の見直しなどを経て定着しつつある。
しかし研修課題のマンネリ化と個人の能力や
ユニットの違いによる新人職員の成長のばら
つきの解消などが，今後チューター制度の更
なる浸透とともに課題となっているとのこと
であった。
一方，現行の新人職員教育をシステムとし
ては未整備であると捉えている施設もある。
この施設ではユニットケアを実施しているが，
新人職員は配属されたユニットで，ユニット
リーダーから業務指導を受ける。しかし現在
は教育のプログラムや評価システムが整って
おらず，教育システムとして確立していない
とのことである。この施設では以前にプリセ
プター制を導入したが，定着しなかった経緯
もあり，新人職員の意欲低下や落ち込みをフォ
ローする体制の整備も含め，教育研修のシス
テム化が必要であると考えているとのことで
ある。
明確な評価システムを導入し，新人教育を
行っている施設もある。この施設では入職３
ヵ月後に筆記，実技試験を実施し，両試験に
合格後夜勤業務に組み込まれるなど，到達目
標を明確にしたステップアップ方式を導入し
ている。筆記・実技試験に不合格の場合は，
再試験を実施するとのことである。
２）中堅職員に対する研修について
現在施設内で介護職員のみの中堅職員に対
する教育プログラムを実施している施設はな
く，実施していると回答を得られた２施設は，
いずれも法人規模での教育研修プログラムと
なっていた。
３）リーダー職員・主任職員研修について
実施していると回答を得られた４施設のう
ち，２施設は法人規模で実施している教育プ
ログラムであった。施設内でのリーダー・主
任職員研修としては，年に３回ほど外部講師
を招いてユニットリーダー研修を実施してい
る施設と，フロアーの責任者を対象とした，
主任・副主任育成研修があった。この育成研
修は主任・副主任が指導者となり，主任・副
主任候補者に対し日誌の記入，業務の組み立
てを行うなどを通して育成研修を行っている。
４）介護職員教育システム（OJT）の課題に
ついて
「新人職員の資質ややる気が低い」「教育
時間の確保が困難」「到達段階チェックリス
トの作成・活用などの評価システムの整備」
などが課題として挙げられた。また新人職員
の教育を通して，「新人職員間のネットワー
クが形成される」，教育システムの整備が
「離職防止の一助となる」との意見もあった。
一方で新人職員に対する教育ばかりではなく，
「２年目以降の職員に対する継続的な教育プ
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ログラムが必要である」や「キャリアのある
介護職員の研修が必要である」との課題も挙
げられた。
（４）自己研鑽を支援するシステムについて
施設が行っている介護職員の自己研鑽に対
する支援としては，介護福祉士，社会福祉士，
介護支援専門員などの資格取得のための支援
が中心であった。支援内容としては，試験日
の勤務日程の調整や，受験対策のための集中
講義の実施がその中心であった。中には２回
目までの受験料の施設負担や合格時の祝い金
の支給など金銭的な支援を実施している施設
もあった。
また資格取得以外の自己研鑽に対する支援
としては，自主研修助成制度（１万円以内）
の実施や施設外の研修会や学会等への参加に
ついて，申し出により必要と認められれば，
勤務扱いとしての出席が可能となる，参加費
が支給されるなどの支援を行っている施設も
あった。この参加費の支給については，２００６
年度の実績で５例ほどであるが，施設の経済
的な理由により減少傾向にあるという。
その他として，介護新聞の定期購読や図書
の購入などにより，自己研鑽の支援が行われ
ていたが，購入された図書は施設で管理され，
自由に閲覧ができないという施設もあった。
（５）介護職員教育・研修体制に関する意見
「職員間で研修参加についてのモチベーショ
ンに差がある」「研修を通して個々の考える
力を育てることが課題」などの，介護職員個
人の資質や能力の向上に関する意見や，研修
により「職員一人ひとりに考える力がついた」
と現在の研修体制を評価する意見もあった。
「研修会などへの参加は，視野が広がり，意
識ややる気が高まる機会として有効であるた
め，参加しやすい研修会が多くあればいい」
と，研修や教育・自己研鑽の必要性について
の意見があった一方，「必要性は感じている
が現状では十分な実施が困難である」「自発
的な研修会などへの参加は，時間の確保や費
用負担などで難しい」など，必要性を感じな
がらもそれを行うことへの課題も挙げられた。
「介護福祉士が専門職として認められるよ
うな研修システムの構築が必要である。介護
福祉士が自己研鑽できる研修システムを介護
福祉士会が中心となって行って欲しい」と，
専門職としての介護福祉士の研修体制の確立
を，その専門職能団体である介護福祉士会に
期待する意見もあった。
５．日本介護福祉士会について
日本介護福祉士会に関する質問項目は，三
つの視点で構成した。参加および活動の状況・
日本介護福祉士会に対する意識，専門職能団
体の必要性への意識と組織率が低いことの要
因について，日本介護福祉士会に期待するこ
と，である。日本介護福祉士会に対する意識
は，前回の調査の「日本介護福祉士会に対す
る意識について」の質問で，現会員と退会者
を対象に，会の活動内容，都道府県支部の活
動，会報などの情報提供，研修会の内容，研
修会開催の頻度，会費の額の各項目で，「満
足，やや満足，やや不満，不満」のいずれか
を選択した回答について，その選択理由を調
査した。
（１）入会状況など（表２）
日本介護福祉士会の入会状況は，現会員５
名，退会者４名，未加入者１名であった。個々
の回答者の加入歴，参加・活動の状況，日本
介護福祉士会に対する意識は表２の通りであ
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未加入者の入会しない理由は，会費負担が
大きいことと現職の役割の比重が介護職以外
にあることが挙げられた。また退会理由では，
「入会していなければ得られない情報がない」
「研修会内容が高齢者関連に偏っている」
「研修会参加が困難なため」「入会当時は施
設が会費負担をしていたが，それがなくなっ
たため」「一度介護職を退職した際に退会し，
再就職したが入会をしていない」との回答で
あった。
（２）専門職能団体の必要性への意識と組織
率が低いことの要因について
専門職能団体の必要性については，８名が
必要，１名があった方が良い，１名が不要と
いう回答であった。「不要」とした理由は
「現状の活動内容では必要ない」との考えで
あった。
日本介護福祉士会の介護の専門性確立・介
護福祉士の専門性向上・介護福祉士の待遇改
善などへの貢献度の評価については，「社団
法人化以降の活動は評価できる」「介護福祉
士としての課題・取り組みの流れについての
情報発信がされている」との肯定的な評価が
２名である。６名は「現状では貢献できてい
ない」「効果が見えない」との否定的な回答
であった。なお，この６名の中に「本格的な
活動が始まったばかりで，まだ力不足である」
表２ 日本介護福祉士会の入会状況など
入会区分 加入歴 参加・活動の状況 日本介護福祉士会に対する意識
１ 現 会 員 １１年間 ・研修会参加
・過去に支部役員、実技講習
会の講師などを務めた
・特に学びたい研修会内容でない
・情報が適切な時期に届かない
・研修会などの年間計画を示してほしい
・会費が高い、加入の必要性を感じない
２ 退 会 １０年間 ・研修会参加
・支部活動への協力
・情報が少ない、情報が伝わってこないことが不満
３ 退 会 １ 年 ・加入以前に国家試験実技対
策講座を受講した
・運営参加なし
・入会期間中を振り返り大きな不満はなかった
４ 退 会 １０ 年 ・研修への参加はしたが、そ
の他はあまり印象がない
情報が少ない。そのため活動内容が判らない
５ 現 会 員 ３ 年 ・入会以前から研修会の内容
によって参加した
・運営参加なし
・支部活動の状況が見えない。全国規模では無理と
思うが、北海道の支部活動や地区活動の様子が判る
と良い。
６ 退 会 ３ 年 ・研修会不参加
・運営参加なし
・研修会が介護保険制度が多く障害者関連が少ない
・活動内容がわからない
・出席しないものに会費納入は不要
７ 現 会 員 ７ 年 ・研修会に年１回程度参加
・運営参加なし
・研修会の開催頻度が低く、シフト勤務のため参加
しづらい
・情報の発信が遅く、研修会申込みが間に合わない
８ 未 加 入 ・研修会不参加
・運営参加なし
９ 現 会 員 ５ 年 ・研修会不参加
・運営参加なし
・会報の内容が魅力的といえない
・札幌開催の研修が多く、勤務表決定後では参加で
きない
１０ 現 会 員 １６ 年 ・道内研修会には内容・日程
により参加を心がけている
・過去に支部役員を務め、現
在も支部活動に協力をしてい
る
・会報などにより情報提供はあるが地方のため参加
機会が限定される。地区活動の活性化を望む
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との回答も含めた。２名は，情報不足などか
ら「評価できない」との回答であった。
組織率の低さの要因としては，介護福祉士
の専門職能団体への意識に関すること，会費
に関することを挙げた回答者がそれぞれ３名
あった。他に，「会報内容が判りにくい」「活
動内容が伝わらない」という指摘や，研修会
内容に偏りがあるとの意見があった。また，
介護業務から離れている介護福祉士（潜在的
介護福祉士）の多さも要因の一つとして挙がっ
た。
介護福祉士の専門職能団体への意識に関す
ることでは，医療・福祉の他の専門職能団体
に比べると入会へのプレッシャーが低く，介
護福祉士会の場合は「会員が未加入者を勧誘
するという意識付けもない」との指摘があっ
た。職場全体として，専門職能団体の必要性
を周知することや情報提供をすることが必要
であるという意見もある。現会員から「会員
としてのメリット，現実的な貢献などが実感
できないため，他の介護福祉士に入会を働き
かけることができない。介護福祉士養成施設
の教育カリキュラムの中でも専門職能団体の
意義などを取り上げると効果的なのではない
か」という意見があった。
会費については，介護福祉士の給与体系を
考えると８，０００円（年額）の会費が負担になっ
ているのではないかとの指摘もあった。
情報提供に関しては，現会員からも，団体
としての活動内容が判らないので会報の内容
充実が必要であるとの意見があった。組織率
向上のために会員以外への情報発信が必要と
いう指摘もある。
研修会に関することでは，「高齢者介護に
偏った内容から足が遠のく」「日常の介護業
務に活かせる実践的な研修内容を期待する」
との意見があった。
（３）日本介護福祉士会に期待すること
日本介護福祉士会に期待することとして挙
がった回答は，「社会への情報発信・アピー
ル」「研修会内容について」「活動内容につい
て」「組織運営について」に大別できる。
「社会への情報発信・アピール」では，介
護福祉士が魅力的な職業であるというプラス
指向の情報発信や，社会的な承認を得られる
ような働きかけを期待する意見が挙がった。
「研修会について」は，研修会情報が勤務
シフト作成前に周知されるよう，情報発信の
迅速化への要望があった。開催様式と研修会
内容について，地方の介護福祉士も参加しや
すいように，また，各施設種別に勤務する介
護福祉士のニーズに応えるように，多様な開
催様式と研修会内容を期待する意見があった。
「活動内容について」は，「介護福祉士は
研究することが苦手な現場人が多いので，会
の働きかけを通じて研究への道を拓くこと期
待する」という意見や，「現場の声から福祉
用具の開発をする」という積極的な提案があっ
た。
「組織運営について」の期待では，現会員
からより多くの提案が挙がった。介護福祉士
の専門性を高める方策として，会が進める
「生涯研修プログラム」が専門介護福祉士資
格に反映することを期待する意見や，介護福
祉士資格を更新制として更新講習を介護福祉
士会が実施してはどうかという意見もある。
Ⅳ．考 察
表１にあるように，今回の調査対象者の属
性としては，比較的現職の勤続年数は浅く，
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施設によっては介護職責任者以外の役割も兼
務している対象者もいた。介護福祉士として
の役割よりも介護支援専門員としての役割の
比重が大きくなる傾向は，介護福祉士の専門
性の向上には課題を残しているようにも思わ
れる。
介護福祉士の専門性と関連のある業務に関
する質問結果から，介護福祉士の専門性の捉
え方としては，利用者の ADL を中心とした
日常生活を捉えるアセスメント能力，意欲や
能力を引き出す介護過程の実践，介護計画立
案・評価による自立支援や生活支援，理論や
根拠に基づくサービス提供，といったことで
あった。そのような専門性意識があり日々実
践しているにも関わらず，現実として介護福
祉士の専門性段階に関しては前回のアンケー
ト調査でも伺えたように専門性の段階は低い
という意識だった。その理由として今回の聞
き取り調査から「労働条件や待遇，社会的認
知不足，介護福祉士制度の課題，養成校にお
ける教育内容不足」といった社会的環境に関
する理由もさることながら，「介護福祉士の
能力不足や個人差」といった介護福祉士一人
ひとりの資質に関わることが伺えた。そして
これらの点を改善することが，専門性向上に
向けた取り組みとして求められており，特に
今回の調査結果から着目すべきは，その改善
方法として研修充実や継続に関する要望が多
いということである。
しかしながら，今回の調査における介護職
員を対象とした研修・教育体制に関して，施
設内研修においては，その必要性を認識しつ
つ変則勤務等による理由から時間確保が難し
い状況であり，研修内容の充実とともに課題
となっている。またこの施設内研修はそこに
勤める介護職員対象の研修であるため，当然
のことながら介護福祉士の専門性に特化した
研修とはなっていない。施設外研修において
も同様の傾向で，経験年数等に応じた介護職
員に対する研修会等がその中心であり，必ず
しも介護福祉士の専門性向上とは一致しない
可能性もある。施設内での教育システムでは，
新人教育の体制は比較的整備されてはいるも
のの施設間の差は大きく，また介護福祉士が
その役割を担うことが期待される中堅職員や
リーダー職員，主任クラス職員への教育研修
体制の整備はまだ課題も多い状況のように思
われる。自己研鑽に対する施設としての支援
に関しても，資格取得目的が中心の内容であ
り，介護福祉士の資質の向上といった目的で
の支援体制は活発とは言い難い。
このような結果は，介護福祉士の専門性向
上のためには，施設内における研修・教育の
みに期待するのではなく，介護福祉士自らが
その専門性向上のために積極的に自己研鑽す
る，その必要を示しているものと考えられる。
そこで，その役割が期待される日本介護福
祉士会の必要性について，「不要」と回答し
た１名の理由は「現状の活動内容では必要な
い」との意見であり，これは逆説的に必要性
を認識していると考えることができる。この
ように，調査対象者のほぼ全員がその必要性
を認識しつつも，その介護職責任者自身も入
会や活動に積極的であるとは言い難い状況で
ある。その要因として，研修会へ参加できな
い現状と会費負担の重さがあることが伺えた。
研修参加については，多くの介護福祉士は変
則勤務であり，人員不足が常態化している現
況で研修参加のための休暇は取りづらいこと
が考えられる。会費負担が未加入の理由とな
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る背景として，介護福祉士の給与水準の低さ
があるとの指摘であった。
日本介護福祉士会に期待することとして，
待遇改善や社会的認知度を高める効果的な取
り組み，介護福祉職の魅力を伝えるポジティ
ブキャンペーンの実施をするなど専門職能団
体として社会へ情報発信をすることへの期待
が寄せられた。入会の有無は別にして，多く
の介護福祉士が日本介護福祉士会の存在意義
を認めているということであろう。しかし，
日本介護福祉士会が専門職能団体として期待
される役割を十分に果たすためには，第一に
組織率を高めることが必要となるであろう。
組織率を高め，専門職能団体として力をつけ
ていかなければ介護福祉士の待遇問題や職場
環境の改善は望めないことである。その上で，
介護福祉士にとってなくてはならない組織と
なるためのシステムの構築が求められる。そ
のためにも，一人ひとりの介護福祉士が会員
となることが重要であり，それは介護福祉士
の自己研鑽の第一歩ともなるであろう。
日本介護福祉士会は，介護福祉士の専門性
向上とともに研修受講を通してのキャリアアッ
プを目的とする『生涯研修制度』を２００７年度
にスタートした。この研修制度の充実が介護
福祉士の自己研鑽に大きく貢献することを期
待したい。
以上のような結果から，全体的傾向として
介護福祉士の専門性向上の意識は高いものの，
勤務する施設での研修・教育体制のみではそ
れを充足させることは現実的には困難であり，
介護福祉士としての自己研鑽の必要性が確認
された。またその場所として，日本介護福祉
士会の活動に期待を寄せ，その必要性につい
て認識しつつも，一方で入会状況が芳しくな
いという現実もある。介護福祉士の専門性向
上への個人の意識が高いならば，所属組織や
日本介護福祉士会等に期待するのみではなく，
個人としても自ら行動を起すことが必要であ
るということであろう。
２００７年の社会福祉士及び介護福祉士法等の
一部を改正する法律で，介護福祉士の定義規
定の見直しとともに義務規定も見直された。
その中で誠実義務，連携の強化と併せて，資
質向上の責務が新たに示された。社会の福祉・
介護ニーズに対応する知識技術の習得のため
の自己研鑽への積極的な取り組みこそ，介護
福祉士の専門性には不可欠な要素となるので
はないか。
しかし，専門性向上や自己研鑽をすべて介
護福祉士個人の責任に帰してしまうことにも
大きな不安要素がある。せっかく努力し磨い
た資質や専門性であっても，日々の業務に追
われ，介護実践における理想と現実の乖離や
労働条件，待遇により，努力の継続が困難に
なってしまう可能性も無視できない。介護福
祉士の専門性向上のためには，介護福祉士一
人ひとりの自己研鑽への努力と，何よりそれ
を支え可能にする外的環境の整備が必要なの
ではないだろうか。
その外的環境のひとつとして，我々介護福
祉士養成校も介護福祉士会とともに会員増加
に向けた活動，研修体制の支援に積極的に関
わる必要性を改めて確認した。２００８年度から
開始された「介護福祉士養成実習施設実習指
導者特別研修会」は，日本介護福祉士会北海
道支部と北海道介護福祉士養成施設協会の連
携によって開催された。この研修会は，介護
福祉士が介護実習指導者としてその専門性を
向上させるためのよりよい自己研鑽の機会で
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あると同時に，専門職能団体と介護福祉士養
成校の協働の機会ともなった。この経験を生
かし，両者が連携を一層強化し，介護福祉士
の専門性向上のために更に協働するための方
法論の検討が今後の課題となるであろう。
Ⅴ．お わ り に
介護福祉士の専門性向上に向けて，前回の
調査をもとに今回の聞き取り調査が可能となっ
たのは福祉現場の方々の好意的な協力があっ
たからに他ならない。一人ひとりの回答から
は職員数不足，時間不足等から研修を実施し
たくとも難しい状況の中で，専門性向上に向
けて日夜努力をしている姿勢を伺うことがで
きた。また，施設によっては研修・教育に関
して積極的に取り組むことで介護福祉士の専
門性の認識が高まる効果を上げている。その
ような姿勢や取り組みを肝に銘じ，今後も養
成校として期待される使命を果たしていきた
いと考えている。
本調査にあたり御協力頂いた職員の方々に，
また学内の諸先生方，関係者の方々にこの紙
面を拝借して感謝の意を表する。
付 記
本研究は，２００７年度人間福祉学部教育研究
促進費の交付を受けて行ったものである。
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Specialties of certified care workers, based on an opinion survey
of managerial certified care workers at welfare institutions （Part ２）
Miyuki HONMA Takaho YAMAKI Ikuko SATO
ABSTRACT
Specialties of certified care workers and factors relevant to their profession were inves-
tigated in order to improve the qualifications of certified care workers. In the previous
study, a questionnaire survey of the specialties and other relevant variables was con-
ducted on managementlevel certified care workers working at welfare institutions in
Hokkaido, Japan. Regarding the levels of specialties and other relevant variables, which
were clarified based upon the previous results, the current opinion survey was conducted
on １０ institutions, which agreed to cooperate with the study.
As a result, respondents indicated that having specialties as a certified care worker
was necessary, but individual awareness of levels of specialties was low. Contributing fac-
tors to this result included labor conditions, treatment, lack of social cognition, lack of abil-
ity as a certified care worker, individual differences, and lack of educational instruction
offered in training schools. Moreover, the upgrading of the low standards of certain spe-
cialties was suggested as a task or a request to improve specialties and especially, there
were many requests to establish or continue welldeveloped training and educational sys-
tems.
However, because under the present circumstances, regarding training and educational
systems, there was a tendency for certified care workers not to undertake training or
selftraining actively on their own, and as there was too little available inside the institu-
tions, outsideinstitutional training was suggested. The Japan Association of Certified Care
Workers was expected to establish training systems or to attempt to improve specialties
as a special occupational organization. Consequently, they understood the necessity of im-
proving specialties, although the association's membership was not very large. Thus, it
can be assumed that certified care workers themselves do not realize they need to im-
prove their own specialties. It was confirmed that it was necessary for care workers to
learn more about how to improve their specialties, and at the same time it was neces-
sary for us to organize outside environments to support their learning. Moreover, it was
recognized that as a training school for certified care workers, which was an external fac-
tor, it was one of our missions to emphasize collaboration between such schools and the
Japan Association of Certified Care Workers in order to insure that they support certi-
fied care workers.
Key words：certified care worker, specialties, system of onthejob training, selftraining,
Japan Association of Certified Care Workers
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